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• 我が国の総人口は、12777万人(2005年)であったものが、
11927万人(2025年)、9515万人(2050年)と減少することが予
想されている(国立社会保障人口問題研究所)。内訳をみると、
65歳以上人口は総人口の20％(2005年)から、31％(20025
年)、40％(2050年)と大きく上昇する。

図8　総人口と高齢者人口の推移

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

平
成

 1
7

2
0

2
3

2
6

2
9

3
2

3
5

3
8

4
1

4
4

4
7

5
0

5
3

5
6

5
9

6
2

6
5

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

総人口

高齢者人口

総人口指数

高齢者人口指数

2



秋田都市雇用圏（秋田市を中心都市とし、男鹿市、潟上市、五
城目町、八郎潟町、井川町を郊外都市とする都市圏）の状況

秋田都市圏の将来像

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

2005年

2035年

都
市

規
模

中心都市

郊外都市

秋田都市雇用圏人口構成の予測

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

05
年

秋
田

市

05
年

郊
外

都
市

35
年

秋
田

市

35
年

郊
外

都
市

後期高齢者

前期高齢者

非高齢者

「日本の市区町村将来人口推計」（国立社会保障・人口問題研究所(平成20
年)）より

・ 秋田都市雇用圏は05年に
比べて35年には秋田市が
79.6％、郊外都市は67.8％
までに収縮。

＝人口規模を都市規模だと考
えれば、2035年の秋田都市
雇用圏は中心都市の秋田
市の都市規模と同じ大きさ
まで収縮。

・ その一方で05年に21.1％、
27.6％であった秋田市、郊
外都市の高齢化率は、35年
には36.7％、42.9％にまで
上昇。

（千人）
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図１　都道府県別人口成長率
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図２　都道府県別老年人口成長率
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図３　2005-2020年医療需要成長率と要因分解

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4
秋

田
県

島
根

県

高
知

県

和
歌

山
県

山
形

県

山
口

県

岩
手

県

徳
島

県

鹿
児

島
県

新
潟

県

愛
媛

県

長
崎

県

青
森

県

鳥
取

県

長
野

県

大
分

県

福
島

県

香
川

県

富
山

県

福
井

県

宮
崎

県

熊
本

県

佐
賀

県

石
川

県

岡
山

県

北
海

道

山
梨

県

岐
阜

県

奈
良

県

広
島

県

三
重

県

群
馬

県

京
都

府

宮
城

県

茨
城

県

静
岡

県

大
阪

府

福
岡

県

兵
庫

県

栃
木

県

滋
賀

県

愛
知

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈

川
県

沖
縄

県

成
長

率 人口要因

構成要因

成長率

図４　2020-2035年医療需要成長率と要因分解
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特に少子化がもたらす行政サービス供給の非効率化

市町村の一人当たり歳出額に関する実証分析結果 

注１）平成 17 年市町村別決算状況調（総務省）、全国都道府県市区町村別面積調（国土

地理院）、平成 17 年国勢調査（総務省統計局）から作成。 
 注２）***は 1％水準で有意であることを示す。 

標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数 13.84820 *** 0.19579 13.44041 *** 0.19996 13.40989 *** 0.19886

ln(人口) -1.22505 *** 0.03796 -1.08138 *** 0.04181 -1.07615 *** 0.04157
ln(人口)の2乗 0.05528 *** 0.00185 0.04848 *** 0.00202 0.04804 *** 0.00201
ln(人口密度) -0.15104 *** 0.00478 -0.28187 *** 0.01769 -0.27249 *** 0.01769

ln(人口密度）の2乗 0.01160 *** 0.00151 0.01055 *** 0.00152

第2次産業割合 -0.00667 *** 0.00076 -0.00596 *** 0.00075 -0.00624 *** 0.00075

第３次産業割合 -0.00073 0.00076 -0.00120 0.00075 -0.00105 0.00074

大都市圏市部ダミー 0.10902 *** 0.02296

重相関 R 0.89086 0.89446 0.89577

重決定 R2 0.79364 0.80006 0.80241

補正 R2 0.79307 0.79940 0.80165

標準誤差 0.22291 0.21947 0.21818

観測数 1840 1840 1841

モデル１ モデル２ モデル３
係数 係数 係数 ・人口及び人口密度に関する、最少効率

規模は？
・人口は7万人程度（林（1999）、中井
（1988）など比較してもやや小さい）

・人口密度は、現実的な全ての状況におい
て、費用逓減局面にある
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何が必要か？

（バブル崩壊後に膨らんだ＋人口減少を見据えていない）過剰なインフラストック

（人口構成の変化を見据えていない）社会的に劣化したインフラストック

↑
全体のストックレベルを落として、中身を転換する

都市の縮退に合致したインフラ
のレベルへの調整

バブル崩壊後に膨らんだ過剰
な資産レベルの調整

十分な生産年齢人口が存在し
た時に形成されたインフラを高
齢社会に合致したものへと構
造転換
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都市の不動産が活用される理由

• 都市という生産技術を用いることの便益が、そのコストを上回る限り、都市内の
不動産は活用される

• 居住者に対して死亡等のショックが訪れても、潜在的需要者がそれを引き継ぐ

CBD

この場所に住むことの価値（CBDで働く

ことでどれだけの収入？、居住地のアメ

ニティの価値？等）

＞

この場所に住むコスト（インフラの維持

コスト？、住宅の維持コスト？）

死亡などのショックが発生し

ても、都市内外の潜在的な

需要者が購入
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人口増加、都市成長期
価格

数量

価
格
調
整

数量調整

都市計画とは、都市成長に伴う数量調整

の効率化手法（住宅開発をまとめて、イン

フラとの関係を調整して増やす技術）

人口増加、

都市成長期

に需要曲線

が上方シフト

9

人口減少、都市縮小期
価格

数量
住宅の耐久性、まとめて住

宅を減らせる技術がないた

め供給曲線がキンク

人口減少、

都市縮小期

に需要曲線

が下方シフト

非常に大きな価格調整が行

われて、価格、付値が非常

に低い状況になるため、何

等かのショックに脆弱な状

況
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全体としてどんな対応が必要か

価格

数量

不動産価格が下落したため、

住宅サービスの量を拡大す

ることが可能

・セカンドハウス

・隣地利用の促進 価格

ランダムなショックによる空

家、空地化が外部性の発生

を通じて、事態を悪化させな

いための措置

都市、住宅地の整除された

縮小を行う仕組み

・立地適正化計画

・PRE価格
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空地・空家のタイプ別の対応

CBD

タイプ２

市場価値は0であっても、外部性を発生さ

せているため、それを回避すると言う意味

で、コミュニティにとっての価値が正のもの

→コミュニティに低価で売却

タイプ１

市場価値が正のもの

→マッチングの取引コストを

下げることで改善

タイプ３

市場価値もコミュニティに

とっての価値も0のもの

→縮小の対象

誰がこの見極めを最もうまくできるのか？

・周囲に与える外部性はコミュニティが最もよく知っているのか？

・ランドバンクのような集中的な情報管理の仕組みが必要か？
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空家・空地の発生とは？

住み慣れた地域に居住してい

ることの価値

＞０

→移転せずに済み続けている
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空家・空地の発生とは２

自ら保有価値>0

節税の価値>0居住者の死亡と

相続の発生

市場価値？

市場にアクセ

スした場合の

価値？

＜

この状態では自ら利用も、

流通も生じない
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空家・空地の発生とは３

自ら保有価値

節税の価値=0居住者の死亡と

相続の発生

市場にアクセス

した場合の価値

＜

市場価値＞０の場合

の対策

・専門家のアドバイス

・広い市場へのアクセ

ス（空家・空地バンク）

・節税の価値の逓減

・流通コストの逓減

(国の取り組み）

・空家対策総合支援事業、税制上の支援

・ガイドライン、全国版空家空地バンク

（地方公共団体）

・相談体制整備、利活用ネットワーク（岡山市、前橋

市）

・リフォーム、除却への支援（岡山市、前橋市）

・家財道具処分補助（日南町）

（民間企業、各種団体）
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空家・空地の発生とは４

自ら保有の価値

=0
居住者の死亡と

相続の発生

自ら利用した場

合の価値=0
市場にアクセス

した場合の価値
=0

＝

市場価値＞自ら保有価値

ではないため、市場にお

ける流通は生じない

空家・空地の管理不全による外部不経済

→隣地等の資産価値を低下させている

＝コミュニティにとって、空家・空地の価値＞０
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空家・空地の発生とは６

節税の価値=0
居住者の死亡と

相続の発生

自ら利用した場

合の価値=0
市場にアクセス

した場合の価値
=0

＝

市場価値＝０、コミュニテイの価値＞０

の場合の対策

市場価値=0で調達し、低廉な価格でコ

空家・空地の管理不全による外部不経済

→隣地等の資産価値を低下させている

＝コミュニティにとって、空家・空地の価値＞０

・周辺への影響抑制策としての町内会、地域づくり協議

会等と連携した雪庇処理、草木の除却（妙高市）

・自治会による空家の見守り活動（酒田市）

・空家活用×まちづくりモデルプロジェクト（京都市）

・ランドバンク事業（鶴岡市）

・外部性を与える住宅の特定

化（岡山市、津市、入善町）
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